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１．審査体制 

 リカレント教育による新時代の産学協働体制構築事業（以下「本事業」という。）の審査は、有

識者からなる「令和６年度補正予算リカレント教育エコシステム構築支援事業選定委員会」（以

下「委員会」という。）を設置し、審査を行います。 

 本事業の審査は、委員会の各委員による書面審査とその後の委員による審議にて行います。選

定機関は、文部科学省において、審査委員会の審査結果を踏まえ決定します。 

 

 

２．審査方法 

（１）書面審査 

 ・書面審査は、委員会委員（以下「委員」という。）が申請のあった機関から提出された企画提

案書に基づき、後述の「３．審査に係る評価項目」について審査を行い採点します。 

 ・委員は審査に必要な場合、追加資料の提出を求めることができることとします。 

（２）書面審査後の合議審査 

 ・委員会は書面審査の結果に基づき、委員が合議を行い、選定候補機関を決定します。 

 ・委員会は、企画提案書の内容修正を条件として選定候補機関とすることができることとしま

す。 

（３）選定機関の決定 

 ・文部科学省において、選定予定件数並びに事業全体での予算額を踏まえ、委員会の審査結果

の原則上位から選定機関を決定します。 

 

３．審査に係る評価項目 

審査においては、企画提案書が公募要領に示された内容を満たした提案となっていることを確

認した上で、下記の観点について審査します。 

 

〇大学の経営層の参画を得て、全学方針にリカレント教育の推進を位置付けているか。位置

づけられていない場合、補助期間内に実現される見込みか。 

〇リカレント教育プログラムの効果的な設計・実施・推進に必要となる体制を構築している

か。具体的には、公募要領別添「参考資料②」に記載の役割について、担当者の名前となぜそ

の役割を満たせるのかが分かりやすく説明されているか。 

〇企業(1社以上)から受講生派遣の確約を得られているか。確約が得られていない場合、教育

プログラム開始時までに確約を得るために、実現可能性の高い企業へのアプローチ計画を立

てられているか。 

〇派遣元企業と教育プログラムの検討・活用に向けた議論を実施する体制が適切に構築され

ているか。構築されていない場合、実現可能性のある構築計画を立てられているか。 

〇派遣元企業の参画を得て、プログラム修了直後及び一定期間経過後(半年又は１年後等)の

プログラムの効果および修了生の活躍に関する調査を行う計画が適切に立てられているか。 

〇社会人の学びを学修者個人の意欲に委ねるのではなく、企業においても学修者の意欲向上



や企業成長に繋げていく工夫を検討できているか。未検討の場合、今後の検討計画を立てら

れているか。 

〇企業の成長に直結する人材(=学修の成果を企業で実務に活かすことのできる人材)」を育成

できるプログラムを開発・実施するにあたり、具体的な方向性が検討され、実現性の高い計

画が立てられているか。また、プログラムをより効果的・効率的に実施するための工夫が検

討されているか。 

〇プログラム修了者に対し、デジタルバッジを発行することができるか。未対応の場合、補

助期間内に実現される見込みか。 

○受講後さらに学修を希望する者に向けて、更なる専門性や関連性のあるプログラムや課程

を示し、受講生の継続的な学びを推進する計画が適切に立てられているか。 

○今後３～５年後程度でリカレント教育が大学経営上自走できることを目標に、運営資金の

獲得や必要な体制整備人員確保などの持続可能な運営に向け、財務を含む計画が適切に策定

されているか。 

〇プログラム実施後に、受講生・派遣元企業等の評価(アンケート・ヒアリング等) を取得し、

プログラム改善や財務計画への示唆を得る計画が適切に立てられ、来年度以降の事業の発展

性に期待が持てるか。 

〇経費の内容は明確かつ妥当であり、事業実施上必要不可欠なものとなっているか。過大な経費

が計上されていないか。 

  

４．その他 

（１）審査の開示・非開示 

 ・委員会の会議及び会議資料については、非公開とします。 

 ・選定の途中経過についての問い合わせには応じられません。 

 ・審査結果については、選定する機関を決定した後、ホームページ等により公表します。 

 ・委員の氏名については、審査が終了した時点で公表します。 

 

（２）委員の遵守事項 

 審査委員は下記について遵守しなければならない。 

 

記 

 

（秘密の保持） 

第１ 審査委員は、本審査で知り得た情報を口外してはならない。ただし、公表されている内

容はその限りではない。 

（利害関係者の審査） 

第２ 審査委員は、応募者の中に次のいずれかに該当する者がいたときは、すみやかに文部科

学省総合教育政策局生涯学習推進課に申し出なければならない。 

①  応募者の企画提案書の中に、何らかの形で審査委員自身が参画する内容の記載があった

場合 



②  審査委員が所属している法人等から申請があった場合 

③  審査委員自身が、過去５年以内に応募者から寄附を受けている場合 

④  審査委員自身が、過去５年以内に応募者と共同研究又は共同で事業を行い且つそのため

の資金を審査委員自身が受けている場合 

⑤  審査委員自身と応募者との間に、過去５年以内に取引があり且つ応募者からその対価を

審査委員自身が受け取っている場合 

⑥  審査委員自身が、応募者の発行した株式または新株予約権を保有している場合。 

⑦  その他、応募者（応募者が法人の場合はその役員、その他企画提案書の中の研究代表者

又は共同参画者等を含む）との間に深い利害関係があり、当該応募者の審査を行った場合に

社会通念上の疑義を抱かれるおそれがある場合 

２ 前項の１号から６号に該当する場合、当該審査委員はその関係性を有する応募者の審査を

行ってはならない。また、７号に該当する場合、文部科学省は審査委員会に当該審査委員の

審査の可否についての決定を求めなければならない。ただし、当該審査委員自ら当該応募者

の審査を辞退した場合はその限りではない。 

３ 審査委員会は、前項の要請を受けた場合はただちに審査委員の中から委員長を選任し、当

該審査委員の審査の可否について決定しなければならない。また、審査委員会は、前項の要

請を拒否することもできる。 

４ 審査委員は、前項により審査委員会が審査を行ってはならないことを決定した場合又は要

請を拒否した場合はその関係性を有する応募者の審査を行ってはならない。 

（不公正な働きかけ） 

第３ 審査委員は、当該審査について不公正な働きかけがあった場合は、すみやかに文部科学

省総合教育政策局生涯学習推進課に報告しなければならない。 

２ 文部科学省は前項の報告を受けた場合は適切に対処しなければならない。 
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令和６年度補正予算リカレント教育エコシステム構築支援事業 メニュー②「リカレント教育による

新時代の産学協働体制構築事業」審査要領（以下「審査要領」という。）に基づき、審査基準を以下のと

おり定める。  

 

 

・選定候補の機関は、原則として、書面審査の結果に基づき、委員が合議を行い、決定することとする。 

・書面審査においては、各評価項目の観点ごとに５段階評価で採点する。（１００点満点） 

 

＜配分点の考え方＞ 

 大変優れている 優れている やや優れている やや不適当である 不適当である 

５点満点 ５ ４ ３ ２ ０ 

１０点満点 １０ ８ ６ ４ ０ 

１５点満点 １５ １２ ９ ６ ０ 

２０点満点 ２０ １６ １２ ８ ０ 

 

 

・各評価項目の観点・配分点は、次ページのとおりとする。 

・審査に当たり、計上している額の多寡のみで優劣の評価は行わない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○「リカレント教育による新時代の産学協働体制構築事業」 

評 価 の 観 点 配分点 

評 

価 

項 

目 

【事業内容に関する評価】 

1 大学等の経営層の参画を得て、全学方針にリカレント教育の推進を位置付け

ているか。位置づけられていない場合、補助期間内に実現される見込みか。 
５点 

2 リカレント教育プログラムの効果的な設計・実施・推進に必要となる体制を

構築しているか。具体的には、公募要領別添「参考資料②」に記載の役割に

ついて、担当者の名前となぜその役割を満たせるのかが分かりやすく説明さ

れているか。 

１０点 

3 企業(1 社以上)から受講生派遣の確約を得られているか。確約が得られてい

ない場合、教育プログラム開始時までに確約を得るために、実現可能性の高

い企業へのアプローチ計画を立てられているか。 

５点 

4 派遣元企業と教育プログラムの検討・活用に向けた議論を実施する体制が適

切に構築されているか。構築されていない場合、実現可能性のある構築計画

を立てられているか。 

５点 

5 派遣元企業の参画を得て、プログラム修了直後及び一定期間経過後(半年又

は１年後等)のプログラムの効果および修了生の活躍に関する調査を行う計

画が適切に立てられているか。 

５点 

6 社会人の学びを学修者個人の意欲に委ねるのではなく、企業においても学修

者の意欲向上や企業成長に繋げていく工夫を検討できているか。未検討の場

合、今後の検討計画を立てられているか。 

１５点 

7 企業の成長に直結する人材(=学修の成果を企業で実務に活かすことのでき

る人材)」を育成できるプログラムを開発・実施するにあたり、具体的な方向

性が検討され、実現性の高い計画が立てられているか。また、プログラムを

より効果的・効率的に実施するための工夫が検討されているか。 

２０点 

8 プログラム修了者に対し、デジタルバッジを発行することができるか。未対

応の場合、補助期間内に実現される見込みか。 
５点 

9 受講後さらに学修を希望する者に向けて、更なる専門性や関連性のあるプロ

グラムや課程を示し、受講生の継続的な学びを推進する計画が適切に立てら

れているか。 

５点 

10 今後３～５年後程度でリカレント教育が大学経営上自走できることを目標

に、運営資金の獲得や必要な体制整備人員確保などの持続可能な運営に向

け、財務を含む計画が適切に策定されているか。 

１０点 

11  プログラム実施後に、受講生・派遣元企業等の評価(アンケート・ヒアリング

等) を取得し、プログラム改善や財務計画への示唆を得る計画が適切に立て

られ、来年度以降の事業の発展性に期待が持てるか。 

１０点 



【所要経費】 

12  経費の内容は明確かつ妥当であり、事業実施上必要不可欠なものとなっている

か。過大な経費が計上されていないか。 
５点 
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